様式第２号（第７条関係）

　沖縄県指令　第　　　号

新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査強化事業補助金

交付決定通知書

補助事業者所在地　　　　　　　　　

名　称　　　　　　　　　

　　　　　年　　月　　日付け　　第　　号で申請のあった新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査強化事業補助金については、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号）第４条第１項及び新型コロナウイルス感染症ＰＣＲ検査強化事業補助金交付要綱第７条の規定により、次の条件を付して金　　　　　　円を交付します。

  　　　　年　　月　　日

沖縄県知事名　　　　　　　　

１　補助対象期間は、　　年　　月　　日から　　年　　月　　日までとする。

２　補助事業の内容、経費の配分又は実施計画の変更（軽微な変更を除く。）をする場合には、知事の承認を受けなければならない。

３　補助事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けなければならない。

４　補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事に報告してその指示を受けなければならない。

５　補助事業完了後に、消費税及び地方消費税の申告により、補助金に掛かる消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合（仕入控除税額が０円の場合を含む。）には、速やかに知事に報告しなければならない。なお、補助金に係る仕入控除税額があることが確定した場合には、当該仕入控除税額を県に返還しなければならない。

６　補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、当該帳簿及び証拠書類を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。　

